
平成２０年１０月３１日

日本原子力発電株式会社

東海・東海第二発電所における安全向上への取り組みについて

１．当該期間に安全対策等 実施した項目

（１） 発電所の状況

（２） 発電設備総点検結果の再発防止対策への取組み状況

（３） 新潟県中越沖地震を踏まえた東海第二発電所における対応

２．具体的な内容

　　　・９月３０日に、当社東海第二発電所を発災想定事業所とした茨城県原子力総合防災訓練が実施されました。

（１） 発電所の状況

① 東海発電所（廃止措置中）

・ 東海発電所の廃止措置工事については、安全を第一に、熱交換器、燃料取替機及び燃料取扱建屋領域機器等

　の撤去工事に取り組んでおります。

② 東海第二発電所

・ ７月９日から第２３回定期検査作業後の調整運転を実施しておりましたが、最終検査に合格し、９月１２日から

　営業運転を再開しました。                     　　　

（２）発電設備総点検結果の再発防止対策への取組み状況

　　・平成２０年度も、平成１９年度に引き続き再発防止対策の更なる定着を図っておりますが、８月までの実施状況に

ついて取り纏めを行いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（添付資料－１参照）

（３）新潟県中越沖地震を踏まえた東海第二発電所における対応

　・耐震裕度向上工事（地盤改良工事）

　　非常用海水系配管及び海水ポンプ室周辺を対象とした地盤改良の準備作業を実施しています。　　　　　　　　　　　

　・耐震安全性評価（補足調査）

　　耐震安全性評価に係わるデータ拡充のため、東海地区の海上音波探査について補足の調査を実施し、評価を　

　　行っています。また、陸域についても国の審議会での議論の状況を踏まえて、データ拡充のために補足の地質

　　調査を実施し、評価を行っています。

　　

以 　上   

添付資料－１　発電設備総点検　再発防止対策　新行動計画25項目　（平成20年度実施状況のご報告）

（お 知 ら せ）
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東海第二発電所

　非常用ディーゼル発電機の無負荷試験運転中における自動電圧調整器盤からの発煙について

【その後の対応状況】

１．問題点の抽出

　（１）　自動電圧調整器の試験手順のレビューが十分行われていなかったため、試運転作業全体としての

確認が不十分だった。

　（２）　自動電圧調整器の試験手順の見直しがされていないことを試験中に認知したが、現場の判断で試

験が継続された。

　（３）　煙が確認されたことの理由が明確であっても、通常と異なる状態であることから、機関を停止し、次

の処置を実施すべきだった。

２．対策

　（１）　機能・性能確認の手順については、レビュー＊４を十分に実施した後、検査を開始することとした。

　　　　　　　＊４：「設備、手順の変更は反映されているか」「操作項目は明確か」「確認項目が明確か」「シーケンス・系統図通りか」などの観

点で所内有識者（主任技術者等）を交えたレビューを実施し問題ないことを確認した。
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【 概 要 】
　 当社、東海第二発電所は、第２３回定期検査中のところ、６月１５日（日）に非常用ディーゼル発電

機＊１２Dの無負荷試験運転＊２を行っていたところ、１４時４１分頃、自動電圧調整器盤＊３から発煙した

ことを確認しました。（発煙は直ぐになくなり、消火の必要もなく、また燃焼の痕跡もない事象であった）

　このため、１５時１２分に東海村消防署に連絡し、現場確認の結果、１５時５０分に「発煙事象（火災

ではない）」と判断されました。

　発煙の原因は、自動電圧調整器の試験において、手順の不備により一部操作を実施しなかったた

め、自動電圧調整器盤内の抵抗器が発熱し、抵抗器の表面塗装の成分が蒸気状となって煙に見え

たものと推定しました。

　また、試験時に当該非常用ディーゼル発電機が自動停止しましたが、これは過電圧により保護リレ

ーが動作したものであり、発電機に異常はありませんでした。

　
　今後は試験手順を見直すとともに、作業関係者への周知徹底を行い、再発防止を図ってまいりま

す。

＊ １　非常用ディーゼル発電機

　　　　通常電源が喪失した場合においても、プラントを安全に停止することが出来るよう、必要な設備に電力を供給する役目を担う発電機

　　　　の一つ。この他に２台の発電機がある。

＊２　無負荷試験運転

　　　　定格回転数を確認するための試験のことで、当該発電機に繋がっている設備とは切り離して行う。

＊ ３　自動電圧調整器盤

　　　　発電機を安定に運転させるために出力電圧を一定に保つための制御装置の制御盤。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜６月１９日「ホームページ掲載」のお知らせ済み＞



　（２）　各部門で事例勉強会を実施し、事例勉強会の討論の中で、以下の事項について周知徹底した。

　　①  試験を実施するに当たっては、正しい手順に従って確実に実施する。また、試験手順が異なるこ

とが判明した場合は、試験を中断し、手順の再レビューを実施する。【手順の遵守】

② 通常でない事象が発生した場合は、その場で処理するのではなく、安全な状態（今回の場合は、

発電機停止）としてから、原因を確認・是正した後、試験を再開する。【作業の中断・安全な状態

への移行】

　（３）　直接原因分析結果による対策

① 技術系社員教育の見直しとして、設計や運用の変更にあたっての感受性向上を図る事例教育を

追加し、設備や系統全体への影響評価・安全側の意思決定を徹底する。

② 試験要領書は、ステップ毎に確認を行う記載とするよう、社内規程を改正する。

③ 複数の試運転手順からなる試運転等について、それぞれの関係を明確にすることを試験要領書

に記載するよう、社内規程を改正する。

④ （３）－②、③の改正内容について、所員に周知する。



東海第二発電所　非常用ディーゼル発電機自動電圧調整器盤からの煙の確認について
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＜対策＞

　（１）　手順書のレビューが適切に行われていなかったことから、受注者が作成した機能・性能確認の手順につい

ては、レビューを十分に実施した後、検査を開始することとした。

　（２）　各部門で事例勉強会を実施し、事例勉強会の討論の中で、以下の事項について周知徹底することとした。

①  試験を実施するに当たっては、正しい手順に従って確実に実施する。また、試験手順が異なることが判明

した場合は、試験を中断し、手順の再レビューを実施する。　　　　【手順の遵守】

②  通常でない事象が発生した場合は、その場で処理するのではなく、安全な状態（今回の場合は、発電機

停止）としてから、原因を確認・是正した後、試験を再開する。　　【作業の中断・安全な状態への移行】



東海第二発電所

　 委託運転員及び燃料補助員に対する調達管理の不十分な実施

  （委託運転員及び燃料補助員に対する入所時保安教育未実施）

【その後の対応状況】

１．問題点の抽出

　　　① 「工事等仕様書」で保安教育を要求していたが、当社社員と同等の入所時教育であること

の必要性が伝わらなかった。

②  協力会社Ａの委託運転員及び燃料補助員に対する入所時教育の対象者が不明確だった。

③ 入所時教育の対象者に変更が生じても、その都度再提出する要求となっておらず、必要

な教育対象者の有無の確認ができなかった。

④ 協力会社Ａから当社に提出される従事者名簿では、入所時教育の要否が確認できる様式

となっていなかったため、実績を確認するのみとなり、必要な教育項目のチェックが不

十分となった。

２．対策

　　　① 「工事等仕様書」で保安規定第１１９条第３項における保安教育の実施を要求する。また、

協力会社に対して保安規定の主旨や下部規程の説明を行う機会を設定する。

　　　②　入所時教育対象者が明確になるよう、教育手順書を変更する。

　　　③　入所時教育の対象者に変更が生じた場合、その都度、様式変更後の書類の提出を受け、

保安教育の実施状況の確認が行えるように教育手順書を変更する。

　　　④　協力会社Ａから当社に提出される従事者名簿において、入所履歴が明確となるよう名簿

の様式を見直し、入所時教育の要否確認が容易に出来るようにする。

【 概 要 】

　 当社社員が原子炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）に基づく保安教育に係る記録の確

認をしていた際に、委託運転員※１及び燃料補助員※２に対して、入所時教育を実施した場合に受

注者(協力会社Ａ)が作成する記録について過去分の提出がないことに気付いた。このため、委託

運転員及び燃料補助員に対する入所時教育の取扱いについて確認することとした。

　
　この結果、協力会社Ａにおいては、委託運転員及び燃料補助員の両者の業務を行っているが、

平成２０年７月時点で、当該業務に従事している者（委託運転員２７名、燃料補助員１４名）及び平

成１３年１月以降に燃料補助員として敦賀発電所から応援で燃料業務に従事した者（９名）計５０

名の内、２４名について入所時教育に不備※３が認められた。

　

※１：協力企業従業員のうち、放射性廃棄物処理設備に関する業務の補助を行う者

※２：協力企業従業員のうち、燃料取替に関する業務の補助を行う者

※３：協力企業従業員が委託運転員及び燃料補助員としての業務を実施することとなった際に

は、保安教育実施計画により当社社員と同等の内容の入所時教育を受けることが必要とな

る。今回、当該業務に従事している者のうち、要求される入所時教育を受けていなかった者

は、保安教育方針に係る通常の協力企業従事者として入所時教育は受けていたものの、委

託運転員及び燃料補助員に昇格した際に、当社社員と同等の入所時教育を受ける必要が

あった。
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東海第二発電所　委託運転員及び燃料補助員に対する調達管理の不十分な実施

（委託運転員及び燃料補助員に対する入所時保安教育未実施）

【当社社員に対する保安教育】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【協力企業従業員に対する保安教育】

　①発電所で働く前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①発電所で働く前

　　入所時教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入所時教育

　　・関係法令及び保安規定に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・（項目該当なし）

　　・原子炉施設の構造，性能に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・原子炉施設の構造，性能に関すること

　　・非常の場合に講ずべき処置に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・非常の場合に講ずべき処置に関すること

　②発電所で働いている間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②発電所で働いている間

　　反復教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　反復教育

　　・関係法令及び保安規定に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・教育項目は社員同等

　　・原子炉施設の運転に関すること

　　・放射線管理に関すること

　　・核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱いに関すること　　　　　③委託運転員・燃料補助員に必要な教育

　　・非常の場合に講ずべき処置に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入所時教育

・ 既に協力企業従業員に対する入所時教育

　は実施済だったため実施しなかった※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④敦賀発電所からの応援（燃料業務に従事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入所時教育

・ 既に敦賀発電所で同等の協力企業従業員

　に対する入所時教育がされていたことか

　ら実施しなかった※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

委託運転員　１５名が未実施
　　　　　（２７名中）
燃料補助員　　６名が未実施
　　　　（１４名中）

燃料補助員　３名が未実施
　　　　　（９名中）

※　必要な保安教育が実施されなかった部分
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対策

①「工事等仕様書」で保安規定における保安教育の実施を要求す

　　る。また、協力会社に対して保安規定の主旨や下部規程の説明

　　を行う機会を設定する。

②入所時教育対象者が明確になるよう、教育手順書を変更する。

③入所時教育の対象者に変更が生じた場合、その都度、様式変更後

　の書類の提出を受け、保安教育の実施状況の確認が行えるように

　教育手順書を変更する。

④協力会社Ａから当社に提出される従事者名簿において、入所履歴

　が明確となるよう名簿の様式を見直し、入所時教育の要否確認が

　容易に出来るようにする。




